
1 

 

グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方（改定案） 

新  旧  対  照  表 

 

※下線箇所は改定部分を、網掛け箇所は本文の下線部分を示します。 

改 定 後 現 行 

はじめに 

１ 本考え方の策定背景及び趣旨 

（略） 

２ 基本的考え方 

（略） 

本考え方は、以上のような枠組みの下、

事業者等の実際の活動と独占禁止法との関

係については、できるだけ分かりやすく示

そうとしたものであって 、本考え方で挙げ

ている想定例はあくまでも類型化・抽象化

された例示である。「独占禁止法上問題とな

らない行為」として挙げている想定例に該

当しないからといって直ちに独占禁止法上

問題となるということではない。さらに、

「独占禁止法上問題となる行為」として挙

げている想定例に該当するような行為につ

いても、情報遮断措置 10 等の措置による競

争制限効果の解消のほか、海外からの輸入

圧力の増加といった国際的な競争状況も含

めた市場の動向等の様々な追加的な検討要

素も考えられるところ、これらについて事

業者等からの説明がなされ、競争制限効果

が解消されていること等が事実と認められ

る場合には、こうした事実を踏まえ、独占

禁止法上問題ないと判断し得ることもあ

る。（略） 

 
4 「競争促進効果」とは、事業者等による取

組の結果として新たな技術、商品、市場等

が生み出され、事業者間の競争が促進され

ることを指し、効率性の向上とも称される

場合もある。また、「優れた商品」には、当

該商品の生産段階若しくは使用段階又は当

該商品が部品として組み込まれた最終製品

の生産段階若しくは使用段階における温室

効果ガス削減に資する商品も含まれ得る。 

（略） 
10 対象となる情報に応じて当該情報に係る

商品の製造又は販売に直接従事する者等か

ら当該情報を遮断する措置のこと。 

はじめに 

１ 本考え方の策定背景及び趣旨 

（略） 

２ 基本的考え方 

（略） 

本考え方は、以上のような枠組みの下、

事業者等の実際の活動と独占禁止法との関

係については、できるだけ分かりやすく示

そうとしたものであって 、本考え方で挙げ

ている想定例はあくまでも類型化・抽象化

された例示である。「独占禁止法上問題とな

らない行為」として挙げている想定例に該

当しないからといって直ちに独占禁止法上

問題となるということではない。さらに、

「独占禁止法上問題となる行為」として挙

げている想定例に該当するような行為につ

いても、様々な追加的な検討要素が存在す

る場合、例外的に独占禁止法上問題ないと

判断し得ることもある。（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 「競争促進効果」とは、事業者等による取

組の結果として新たな技術、商品、市場等

が生み出され、事業者間の競争が促進され

ることを指し、効率性の向上とも称される

場合もある。 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

参考１ 
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（略） 

 

４ 今後の対応 

公正取引委員会は、競争環境の不確実性

が高い中で事業者等の個別の取組が生じて

くることから、今後、市場や事業活動の変

化、具体的な法執行や相談事例等を踏まえ、

事業者等や関係省庁と対話しながら、継続

的に本考え方の見直しを行っていく。また、

公正取引委員会としては、グリーン社会の

実現に向けた事業者等の取組を後押しして

いくためにも、本考え方に照らしながら積

極的に事業者等からの相談への対応を行っ

ていく。事業者等が、公正取引委員会に対

して自らの取組について事前相談等を行う

場合、当該取組の目的の合理性及び手続の

相当性並びに競争促進効果を定性的又は定

量的な根拠に基づき主張する際 13 には、こ

れを踏まえた判断を迅速かつ的確に実施し

ていく。また、事業者等は、グリーン社会の

実現に向けて、短期及び中長期にわたって、

規制及び制度、市場構造並びに技術動向等

の国際的な競争環境の前提の変化に対応し

ていく必要がある。このため、事業者等が、

公正取引委員会に対して自らの取組につい

て事前相談等を行うに際して、当該取組が

グリーン社会の実現に向けたものであるこ

との根拠や当該取組の競争促進効果として

の脱炭素の効果 14、規制及び制度の変化等

について主張する場合や、事業者等からの

説明に加えて、関係省庁からの情報提供が

なされた場合には、公正取引委員会は、こ

れらを踏まえた判断を行う。特に、脱炭素

の効果については、関係省庁からの情報提

供がなされた場合、公正取引委員会は、こ

れに依拠して判断を行う。一方、独占禁止

法に違反する行為については、厳正に対処

していく。 

グリーン社会の実現に向けては、多種多

様な取組が想定されるところ、本考え方は

現時点で関連性が想定される独占禁止法上

の行為類型をできる限り網羅し、また、今

後起こる可能性のある仮想事例をできるだ

け記載することで、事業者等の予見可能性

の向上に努めた。しかしながら、グリーン

社会の実現に向けて様々な取組が進む中で

（略） 

 

４ 今後の対応 

公正取引委員会は、今後、市場や事業活

動の変化、具体的な法執行や相談事例等を

踏まえ、継続的に本考え方の見直しを行っ

ていく。また、公正取引委員会としては、グ

リーン社会の実現に向けた事業者等の取組

を後押ししていくためにも、本考え方に照

らしながら積極的に事業者等からの相談へ

の対応を行っていく。事業者等が、公正取

引委員会に対して自らの取組について事前

相談等を行う場合、当該取組の目的の合理

性及び手続の相当性並びに競争促進効果を

定性的又は定量的な根拠に基づき主張する

際 12 には、これを踏まえた判断を迅速かつ

的確に実施していく。一方、独占禁止法に

違反する行為については、厳正に対処して

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グリーン社会の実現に向けては、多種多

様な取組が想定されるところ、本考え方は

現時点で関連性が想定される独占禁止法上

の行為類型をできる限り網羅し、また、今

後起こる可能性のある仮想事例をできるだ

け記載することで、事業者等の予見可能性

の向上に努めた。しかしながら、グリーン

社会の実現に向けて様々な取組が進む中で



3 

 

事業者等が実施しようとする取組は一層多

様性を増すことが想定される。事業者等が

実施しようとする取組が独占禁止法上問題

となるか否かは、独占禁止法の規定に照ら

して個別具体的に判断されるところ、本考

え方において取り上げられていない又は本

考え方が想定する前提と異なる行為や論点

については、公正取引委員会がこれまでに

公表した相談事例及び各種の独占禁止法上

の指針等 15 のほか、今後公表される相談事

例等が参考になると考えられる。公正取引

委員会は、事業者等の参考になると考えら

れる相談事例等については、積極的に公表

を行っていく。 

 

（略） 
14 脱炭素の効果（温室効果ガス排出量・吸

収量）については、温暖化対策推進法又は

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネ

ルギーへの転換等に関する法律（昭和 54年

法律第 49号）に基づく算定方法や、国際的

な標準である GHGプロトコル、GXリーグ算

定・モニタリング・報告ガイドライン等を

用いて算定することができる。 

 

 

第１ 共同の取組 16  

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 独占禁止法上問題とならない行為 

（略） 

競争制限効果が見込まれない行為として

は、価格等の重要な競争手段である事項 18   

に影響を及ぼさない、新たな事業者の参入

を制限しない、及び既存の事業者を排除し

事業者等が実施しようとする取組は一層多

様性を増すことが想定される。事業者等が

実施しようとする取組が独占禁止法上問題

となるか否かは、独占禁止法の規定に照ら

して個別具体的に判断されるところ、本考

え方において取り上げられていない又は本

考え方が想定する前提と異なる行為や論点

については、公正取引委員会がこれまでに

公表した相談事例及び各種の独占禁止法上

の指針等 13 のほか、今後公表される相談事

例等が参考になると考えられる。公正取引

委員会は、事業者等の参考になると考えら

れる相談事例等については、積極的に公表

を行っていく。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 共同の取組 14  

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 独占禁止法上問題とならない行為 

（略） 

競争制限効果が見込まれない行為として

は、価格等の重要な競争手段である事項 16

に影響を及ぼさない、新たな事業者の参入

を制限しない、及び既存の事業者を排除し
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ないといった要素を満たす事業者等の共同

の取組のほとんどがこれに該当すると考え

られ、グリーン社会の実現に向けた事業者

等の共同の取組の多くは、独占禁止法上問

題とならない形で実施することが可能であ

ると考えられる。また、事業者等が共同の

取組を検討するに当たって、相互に事業活

動等に関する情報を交換することが必要に

なる場合がある 19。この場合において、価格

等の重要な競争手段である事項に関する情

報の交換が行われないときは、通常、独占

禁止法上問題とならない。さらに、価格等

の重要な競争手段である事項に関する情報

交換であっても、情報遮断措置が講じられ

る場合には、通常、独占禁止法上問題とな

らない。 

（略） 

 
19 企業結合を検討する場合も同様。 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題とならない行為の想定

例＞ 

（略） 

（想定例５ 情報発信②） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、それぞれ、商品Ａの製造過程の

転換を検討していた。商品Ａは、製造過

程を転換することで、当該過程における

温室効果ガス排出量を大幅に削減できる

ことが明らかになっている。一方で、商

品Ａの製造過程の転換には多額の設備投

資が必要であり、かつ、製造に係るコス

トは大幅に上昇するものの、商品Ａの需

要者にとって使用上の価値が変わるもの

ではないため、３社は、上昇する製造に

係るコストを販売価格へ転嫁した場合、

需要者の理解が得られないのではないか

という共通の懸念を有していた。そこで

３社は、こうした共通の懸念についての

対応を議論し、商品Ａの需要者の理解を

得るために、製造過程の転換の目的や効

果に加え、製造に係るコストの大幅な上

昇を取引先や消費者に周知し、事業者の

窮状や現状を訴える内容を共同で情報発

信することにした。 

ないといった要素を満たす事業者等の共同

の取組のほとんどがこれに該当すると考え

られ、グリーン社会の実現に向けた事業者

等の共同の取組の多くは、独占禁止法上問

題とならない形で実施することが可能であ

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題とならない行為の想定

例＞ 

（略） 

（新設） 
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【解説】 

  製造過程の転換によって温室効果ガス

排出量を大幅に削減できることが明らか

である場合には、需要者にとって使用上

の価値に直接の変化がない場合であって

も、品質の向上と評価できることがある。

需要者の理解を得るために行う、製造に

係るコストの大幅な上昇を取引先や消費

者に周知し、事業者の窮状や現状を訴え

る内容の共同での情報発信は、その内容

が、価格等の重要な競争手段である事項

について制限する行為ではない場合、独

占禁止法上問題なく実施することができ

る。 

 

（略） 

 

（想定例８ 情報遮断措置を講じた情報交

換） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造過程で排出される

温室効果ガス削減を目的として、商品Ａ

の原材料を原材料Ｂから原材料Ｃに切り

替えることを検討している。３社は、商

品Ａの製造に係る一部設備を共有してい

るところ、当該設備における原材料Ｃの

需要量を把握するため、当該検討に当た

っては、各社の商品Ａの将来の生産数量

を含む生産数量等の重要な競争手段に関

する情報を互いに共有し、それを分析し

た結果を踏まえる必要がある。 

  そこで、３社は、３社による合意の下

に、３社の営業部門の担当者を含まない

特別チームを３社の間又は幹事となる１

社に設立し、当該チームにおいて３社の

重要な競争手段に関する情報を収集・分

析した上で、原材料の切替えに向けた検

討を行うこととした。また、３社は、当該

チームに対し、収集した当該情報を当該

チーム外に共有することを禁止するとと

もに、原材料の切替えに係る会社として

の意思決定のためにやむを得ない場合に

は、３社のうちの個別の事業者が提供し

た当該情報が分からないよう加工するな

どした上、３社のうち、当該意思決定に

必要な者のみに共有し、当該チームが収

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（新設） 
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集した当該情報を利用して商品Ａの製造

販売に関する協調的な行動が行われない

ために、当該意思決定に関与した者に対

し、他の事業者から受領した当該情報の

目的外利用を禁止するなど十分な措置を

採ることとした。 

 

（略） 

 

２ 独占禁止法上問題となる行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（略） 

（想定例 12 生産設備の共同廃棄①） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造過程で排出される

温室効果ガスの排出量削減のため、既存

の生産設備を温室効果ガス排出量が少な

い新技術を用いる新たな生産設備へ転換

することをそれぞれ検討していた。そこ

で、３社は、業界としての足並みを揃え

るため、それぞれ独自に判断することな

く、相互に連絡を取り合い、既存の生産

設備を廃棄する時期や廃棄する生産設備

の対象を決定した。 

【解説】 

  この行為は、重要な競争手段である設

備の廃棄時期等を競争者と共同で決定し

ており、独占禁止法上問題となる。 

  他方、需要者のニーズ等に鑑み、各事

業者独自の判断で生産設備の廃棄時期等

が決定され、暗黙の了解又は共通の意思

が形成されることなく決定内容が類似の

ものとなること自体は、独占禁止法上問

題となるものではない。また、重要な競

争手段である設備の廃棄時期等を競争者

と共同で決定する場合であっても、脱炭

素のための設備更新のために必要な廃棄

であって、より競争制限的でない他の代

替手段がない場合、３社のほかに有力な

競争者が存在する、又は、海外からの輸

入による競争圧力がある等のために市場

に対する競争制限効果が限定的であるも

のについては、各種要素を総合的に考慮

して検討した結果、「一定の取引分野にお

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

２ 独占禁止法上問題となる行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（略） 

（想定例 10 生産設備の共同廃棄） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造過程で排出される

温室効果ガスの排出量削減のため、既存

の生産設備を温室効果ガス排出量が少な

い新技術を用いる新たな生産設備へ転換

することをそれぞれ検討していた。そこ

で、３社は、業界としての足並みを揃え

るため、それぞれ独自に判断することな

く、相互に連絡を取り合い、既存の生産

設備を廃棄する時期や廃棄する生産設備

の対象を決定した。 

【解説】 

  この行為は、重要な競争手段である設

備の廃棄時期等を競争者と共同で決定し

ており、独占禁止法上問題となる。 

  需要者のニーズ等に鑑み、各事業者独

自の判断で生産設備の廃棄時期等が決定

され、暗黙の了解又は共通の意思が形成

されることなく決定内容が類似のものと

なること自体は、独占禁止法上問題とな

るものではない。 
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ける競争の実質的制限」を生じないと認

められ独占禁止法上問題とならないこと

もある（詳細は後記本文参照）。 

 

（略） 

 

（想定例 14 競争者との情報交換①） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造過程で排出される

温室効果ガス削減を目的として、原材料

の共同調達や製造工程の一部の共同化を

検討していた。新しい生産設備の仕様等

の検討に当たって、３社は、各社の商品

Ａの生産数量や販売価格について、情報

遮断措置を講じることなく、情報交換を

行った。 

【解説】 

  この行為は、生産数量及び価格という

重要な競争手段である事項について制限

する行為と認められるおそれがあり、独

占禁止法上問題となる。 

  他方、競争者との間で重要な競争手段

である事項についての情報交換を行う場

合であっても、脱炭素のための設備更新

等のために必要な情報交換であって、よ

り競争制限的でない他の代替手段がない

場合、３社のほかに有力な競争者が存在

する等のために市場に対する競争制限効

果が限定的であるものについては、各種

要素を総合的に考慮して検討した結果、

「一定の取引分野における競争の実質的

制限」を生じないと認められ独占禁止法

上問題とならないこともある（詳細は後

記本文参照）。 

 

一方、競争制限を目的としない、脱炭素

のための設備更新、技術開発等のために必

要な共同の取組であって、それらを実現す

るためにより競争制限的でない他の代替手

段がないもの 23 については、重要な競争手

段である事項についての情報交換であった

り、それらを制限する行為（生産量の制限

等の行為）であったとしても、そのことの

みから直ちに独占禁止法上問題となるとは

判断されず、当該取組の市場に対する競争

制限効果が限定的であり、「一定の取引分野

 

 

 

 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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における競争の実質的制限」が生じないと

認められる場合には、独占禁止法上問題と

ならない。 

ここで、市場に対する競争制限効果が限

定的であり、「一定の取引分野における競争

の実質的制限」を生じないと認められるか

否かについては、個別事案ごとに、主に以

下の要素を総合的に考慮して検討が行われ

る。これらの要素は全て認められる必要は

なく、一つの要素のみが認められる場合で

あっても「一定の取引分野における競争の

実質的制限」を生じないと認められること

もある。ただし、実際には複数の要素を総

合的に考慮する必要がある場合が多いた

め 、脱炭素のための共同の取組として重要

な競争手段である事項について制限する行

為を計画するときには、特に、公正取引委

員会への相談を活用することが望ましい。 

① 共同の取組を行う事業者の市場シェア

が小さく、有力な競争者が存在すること 

② 海外の事業者の日本向け輸出への具体

的な計画があることや、海外の有力な事

業者が生産能力を増強しており、日本向

けの輸出の開始や増加の可能性が高まっ

ていること等の事情を踏まえ、海外から

の輸入による競争圧力が認められること 

③ 参入が容易であり、共同の取組を行う

事業者が商品の価格を引き上げた場合

に、より低い価格で当該商品を販売する

ことにより利益を上げようとする参入者

が現れる蓋然性がある等、新規参入によ

る競争圧力が認められること 

④ 共同の取組の対象となる商品と類似の

効用を持つ商品の市場において活発な競

争が行われている等、隣接市場からの競

争圧力が認められること 25  

⑤ 需要者が、共同の取組を行う事業者に

対して対抗的な交渉力を有している等、

需要者からの競争圧力が認められること 

このほか、競争制限を目的としない、脱

炭素のための設備更新や技術開発等のため

に必要な共同の取組であって、それらを実

現するためにより競争制限的でない他の代

替手段がない取組については、一時的に競

争制限が生じる場合であっても、共同の取

組を行う事業者のその後の競争に影響がな

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 



9 

 

いといえるときには、競争制限効果が限定

的であると認められ、「一定の取引分野にお

ける競争の実質的制限」を生じず、独占禁

止法上問題とならないと判断される場合が

ある。例えば、温室効果ガス排出量が少な

い新商品について競争していくことを目的

として、温室効果ガス排出量が多い既存商

品の販売を取りやめることで需要者を啓発

するために、競争者間において、当該既存

商品の製造販売を一時的に制限する行為

は、こうした場合に該当する可能性があ

る 。 

 
23 「より競争制限的でない他の代替的手段

がないもの」に該当するか否かについては、

当該取組に参加する事業者の現実の事業条

件を前提とした上、同等の脱炭素効果を有

し、コストや人員等の要素を踏まえて実際

に採り得る代替的手段との比較によって判

断される。 
24 ここでいう「競争制限を目的としない、

脱炭素のための設備更新や技術開発等のた

めに必要な共同の取組であって、それらを

実現するためにより競争制限的でない他の

代替手段がない取組」に係る「一定の取引

分野」の画定については、第４の２（１）記

載の企業結合に係る「一定の取引分野」の

画定と同様の方法により行われる。また、

過去の企業結合審査における一定の取引分

野の画定の例については、公正取引委員会

ウェブサイト内の「一定の取引分野の例」

に関する資料を参照。 
25 例えば、温室効果ガス削減に寄与する新

規商品と既存商品とは区別して一定の取引

分野を構成するものとして重層的に市場が

画定され得るが、このような場合において、

新規商品の市場と既存商品の市場が隣接市

場として相互にある程度競争上の影響を及

ぼし得ることがある。そのため、既存商品

について、新規商品の市場における競争を

促進する要素として評価できることや、新

規商品について、既存商品の市場における

競争を促進する要素として評価できること

がある。 

 

＜独占禁止法上問題とならない行為の想定
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例＞ 

（想定例 15 競争者との情報交換②） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造過程で排出される

温室効果ガス削減を目的として、商品Ａ

の共同生産を検討していたところ、検討

に当たって、３社は、各社の商品Ａの生

産数量について情報交換を行った。各社

の人員等の状況から、情報遮断等の措置

を採ることは不可能であることから、よ

り競争制限的でない他の代替手段がな

い。しかし、商品Ａの製造販売業者には

他に有力な競争者であるＶ及びＷが存在

し、商品Ａの需要者の購買力は強く、か

つ、商品Ａの隣接市場からの競争圧力が

強いため、３社の情報交換により、一定

の取引分野における競争の実質的制限が

生じるとは認められない。 

【解説】 

  この行為は、生産数量という重要な競

争手段である事項について制限する行為

と認められるおそれがある。しかしなが

ら、共同生産により温室効果ガス削減を

実現するために必要な情報交換であっ

て、より競争制限的でない他の代替手段

がなく、３社のほかに有力な競争者が存

在する等のために市場に対する競争制限

効果が限定的であり、「一定の取引分野に

おける競争の実質的制限」を生じない場

合には、独占禁止法上問題とならない。 

 

（想定例 16 生産設備の共同廃棄②） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘは、商品Ａの

製造過程で排出される温室効果ガス削減

を目的として、既存の生産設備を温室効

果ガス排出量が少ない新技術を用いる新

たな生産設備へ転換することを検討して

いた。Ｘは、様々な方策を検討したが、商

品Ａの製造販売業者Ｙ及びＺと共同して

生産設備の転換を行うことが温室効果ガ

スを実効的に削減するために必要と判断

したところ、より競争制限的でない他の

代替手段がないことから、Ｙ及びＺと相

互に連絡を取り合い、既存の生産設備を

廃棄する時期や廃棄する生産設備の対象

を共同して決定した。しかし、商品Ａの

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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製造販売業者には３社の他に有力な競争

者であるＶ及びＷが存在し、かつ、商品

Ａの海外からの輸入の競争圧力が強いた

め、３社の生産設備の共同廃棄により、

一定の取引分野における競争の実質的制

限が生じるとは認められない。 

【解説】 

  この行為は、重要な競争手段である設

備の廃棄時期等について制限する行為で

ある。しかしながら、生産設備の転換に

よって温室効果ガス削減を実現するため

に必要な行為であって、より競争制限的

でない他の代替手段がなく、３社のほか

に有力な競争者が存在する等のために市

場に対する競争制限効果が限定的であ

り、「一定の取引分野における競争の実質

的制限」を生じない場合には、独占禁止

法上問題とならない。 

 

３ 独占禁止法上問題とならないよう留意

を要する行為 

（略） 

したがって、このような競争促進効果を

有する共同の取組については、基本的に、

当該取組の目的の合理性及び手段の相当性

（より制限的でない他の代替的手段がある

か等）を勘案しつつ、当該取組から生じる

競争制限効果及び競争促進効果を総合的に

考慮して独占禁止法上問題となるか否かを

検討することとなる。この際、競争制限効

果の程度 26 によっては、慎重な検討が必要

とされる。 

（略） 

 
26  競争制限効果の程度については、主に、

前記２の「市場に対する競争制限効果が限

定的であり、「一定の取引分野における競争

の実質的制限」を生じないと認められる場

合」と同様の検討要素により判断すること

ができる。 

（略） 

 

（２）業務提携 

（略） 

イ 業務提携の類型別の主な考慮要素等 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 独占禁止法上問題とならないよう留意

を要する行為 

（略） 

したがって、このような競争促進効果を

有する共同の取組については、基本的に、

当該取組の目的の合理性及び手段の相当性

（より制限的でない他の代替的手段がある

か等）を勘案しつつ、当該取組から生じる

競争制限効果及び競争促進効果を総合的に

考慮して独占禁止法上問題となるか否かを

検討することとなる。この際、競争制限効

果の程度によっては、慎重な検討が必要と

される。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（２）業務提携 

（略） 

イ 業務提携の類型別の主な考慮要素等 

（略） 



12 

 

 

（エ）共同購入 60  

 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 34 調達した原材料を用いた商品

の製造販売市場における競争を制限する共

同購入） 

○ 商品Ａは、原材料Ｂを加工して製造さ

れる一般消費者向けの商品であるとこ

ろ、商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺ

の３社は、商品Ａの製造販売市場におい

て合計市場シェア 80％を占める。今般、

３社は、商品Ａの製造に当たって排出さ

れる温室効果ガスを大幅に削減すること

ができる原材料Ｃに関して、調達業務の

効率化の観点から、共同で調達を行うこ

ととした。商品Ａの製造に係るコストの

うち、原材料Ｃが占める割合は高く、３

社が販売する商品Ａの製造コストの共通

化割合が高くなることが見込まれ、コス

ト削減を図るという重要な競争手段に係

る意思決定が一体化し、協調的な行動が

助長される状況にある。 

【解説】 

  この行為については、商品Ａの製造販

売市場における３社の合計市場シェアが

高いことに加え、商品Ａの製造コストの

共通化割合が高くなることが見込まれる

ことから、３社の間での協調的な行動が

助長されるおそれがあり、独占禁止法上

問題となる。 

  他方、合計市場シェア又は製造コスト

の共通化割合のいずれかが低い場合や、

商品Ａの需要者が、３社に対して、対抗

的な交渉力を有している等の事情が認め

られ、需要者からの競争圧力が強い場合

など、異なる状況や追加的事情が認めら

れる場合には、独占禁止法上問題なく実

施することができる可能性がある。 

 

（オ）共同物流 62  

（略） 

すなわち、物流業務の調達市場における

共同物流への参加者の市場シェアが高く、

 

（エ）共同購入 53  

 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 29 調達した原材料を用いた商品

の製造販売市場における競争を制限する共

同購入） 

○ 商品Ａは、原材料Ｂを加工して製造さ

れる一般消費者向けの商品であるとこ

ろ、商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺ

の３社は、商品Ａの製造販売市場におい

て合計市場シェア 80％を占める。今般、

３社は、商品Ａの製造に当たって排出さ

れる温室効果ガスを大幅に削減すること

ができる原材料Ｃに関して、調達業務の

効率化の観点から、共同で調達を行うこ

ととした。商品Ａの製造に係るコストの

うち、原材料Ｃが占める割合は高く、３

社が販売する商品Ａの製造コストの共通

化割合が高くなることが見込まれ、コス

ト削減を図るという重要な競争手段に係

る意思決定が一体化し、協調的な行動が

助長される状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）共同物流 55  

（略） 

すなわち、物流業務の調達市場における

共同物流への参加者の市場シェアが高く、
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競争者の牽制力が弱いなどの場合には、共

同物流への参加者が物流業務の調達価格を

ある程度自由に左右できるようになること

で、物流業務の調達市場における競争が実

質的に制限されることがある。また、共同

物流の対象商品の販売市場における共同物

流への参加者の市場シェアが高く、共同物

流の対象商品の供給に要するコストに占め

る共同物流のコストの割合が高いなどの場

合には、共同物流への参加者間において当

該商品の販売価格等の重要な競争手段に係

る意思決定の一体化が図られ、あるいは、

協調的な行動が助長されることにより、当

該商品の販売市場における競争が実質的に

制限されることがある。 

（略） 

② 共同物流の対象商品の販売市場におけ

る共同物流への参加者の市場シェアが高い

場合に、共同物流の対象商品の供給に要す

るコストに占める共同物流のコストの割合 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 36 価格等の情報交換・共有を伴

う共同物流） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造販売市場において

合計市場シェア 70％を占めるところ、需

要者への商品Ａの輸送に当たって排出さ

れる温室効果ガスの削減を目的として、

各社が保有する物流センターを相互に開

放し、各社の効率的な輸送に役立てるこ

ととした。３社は、物流センターの相互

利用を通じて、お互いが顧客に対して販

売する商品Ａの価格や数量等を共有し、

定期的に商品Ａの販売価格の引上げ幅を

共同で決定した。 

【解説】 

  この行為については、商品Ａの販売価

格の引上げ幅を共同で決定することによ

り、商品Ａの製造販売市場における競争

が実質的に制限されることから、独占禁

止法上問題となる。 

    他方、商品Ａの販売価格の引上げ幅を

共同で決定せず、また、商品Ａの価格、数

量等に係る情報について情報遮断措置が

競争者の牽制力が弱いなどの場合には、共

同物流への参加者が物流業務の調達価格を

ある程度自由に左右できるようになること

で、物流業務の調達市場における競争が実

質的に制限されることがある。また、物流

業務の調達市場における共同物流への参加

者の市場シェアが高く、共同物流の対象商

品の供給に要するコストに占める共同物流

のコストの割合が高いなどの場合には、共

同物流への参加者間において当該商品の販

売価格等の重要な競争手段に係る意思決定

の一体化が図られ、あるいは、協調的な行

動が助長されることにより、当該商品の販

売市場における競争が実質的に制限される

ことがある。 

（略） 

② 物流業務の調達市場における共同物流

への参加者の市場シェアが高い場合に、共

同物流の対象商品の供給に要するコストに

占める共同物流のコストの割合 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 31 価格等の情報交換・共有を伴

う共同物流） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ、Ｙ及びＺの

３社は、商品Ａの製造販売市場において

合計市場シェア 70％を占めるところ、需

要者への商品Ａの輸送に当たって排出さ

れる温室効果ガスの削減を目的として、

各社が保有する物流センターを相互に開

放し、各社の効率的な輸送に役立てるこ

ととした。３社は、物流センターの相互

利用を通じて、お互いが顧客に対して販

売する商品Ａの価格や数量等を共有し、

定期的に商品Ａの販売価格の引上げ幅を

共同で決定した。 
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講じられる場合など、異なる状況や追加

的事情が認められる場合には、独占禁止

法上問題なく実施することができる可能

性がある。 

 

（カ）共同生産及び OEM 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 39 生産設備等の稼働制限を伴う

共同生産等） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ及びＹは、商

品Ａの製造販売市場において合計市場シ

ェア 70％を占める。Ｘ及びＹは、商品Ａ

の製造販売に当たって排出される温室効

果ガスを効果的に削減するため、商品Ａ

の生産数量については各社が独自の判断

を維持しつつも、事前に希望を出し合っ

て調整した上で、互いの製造拠点が重複

する地域に関して、どちらかの製造拠点

を閉鎖し、当該製造拠点において製造し

ていた商品Ａについてはもう一方の事業

者に対して製造委託を行うこととした。 

【解説】 

  この行為については、競争者であるＸ

及びＹの間において、共同生産等の対象

となる商品Ａの供給に要するコスト構造

が共通化することにより、協調的な行動

が助長されるおそれがあり、独占禁止法

上問題となる。 

  他方、Ｘ及びＹの合計市場シェアが低

い場合、輸入による競争圧力や新規参入

による競争圧力が認められる場合のほ

か、製造段階におけるコスト構造が共通

化しても商品Ａの販売価格については競

争が期待される事情が認められる場合な

ど、異なる状況や追加的事情が認められ

る場合には、独占禁止法上問題なく実施

することができる可能性がある。 

 

（略） 

 

（ク）データ共有 66  

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

 

 

 

 

 

（カ）共同生産及び OEM 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（想定例 34 生産設備等の稼働制限を伴う

共同生産等） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘ及びＹは、商

品Ａの製造販売市場において合計市場シ

ェア 70％を占める。Ｘ及びＹは、商品Ａ

の製造販売に当たって排出される温室効

果ガスを効果的に削減するため、事前に

希望を出し合って調整した上で、互いの

製造拠点が重複する地域に関して、どち

らかの製造拠点を閉鎖し、当該製造拠点

において製造していた商品Ａについては

もう一方の事業者に対して製造委託を行

うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（ク）データ共有 59  

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 
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（想定例 45 価格等の共有を伴う温室効果

ガス削減に向けた取組のために必要なデー

タの共同での収集・利用） 

○ 役務Ａを提供する事業者により構成さ

れる事業者団体Ｘは、役務Ａの提供に当

たって排出される温室効果ガスの削減に

向けて、サービス改善の検討に役立てら

れるよう、会員事業者各社が役務Ａの提

供に当たって排出している温室効果ガス

の排出量に関するデータを収集し、傾向

を分析することとした。この際、会員事

業者各社が個々の顧客に対して提示して

いる価格、数量等の取引条件も併せて収

集し、会員事業者間で共有した。 

【解説】 

  この行為については、事業者団体Ｘが、

競争者である会員事業者各社の価格、数

量等の取引条件を収集し、共有すること

で、協調的な行動が促進されること等に

より独占禁止法上問題となる。 

  他方、価格、数量等の取引条件を共有

することが脱炭素のためのサービス改善

のために必要であり、より競争制限的で

ない他の代替手段がない状況において

は、事業者団体Ｘの会員事業者の合計市

場シェアが低い場合や、事業者団体が会

員事業者各社に共有するデータが、第三

者によって分析され、傾向のみを示すも

のであって、会員事業者各社のデータが

関連する会員事業者が特定される形では

共有されない場合など、異なる状況や追

加的事情が認められる場合には、独占禁

止法上問題なく実施することができる可

能性がある。 

（略） 

 

第３ 優越的地位の濫用行為 

（略） 

３ 取引の対価の一方的決定 

（略） 

（１）独占禁止法上問題とならない行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題とならない行為の想定

例＞ 

（略） 

（想定例 40 価格等の共有を伴う温室効果

ガス削減に向けた取組のために必要なデー

タの共同での収集・利用） 

○ 役務Ａを提供する事業者により構成さ

れる事業者団体Ｘは、役務Ａの提供に当

たって排出される温室効果ガスの削減に

向けて、サービス改善の検討に役立てら

れるよう、会員事業者各社が役務Ａの提

供に当たって排出している温室効果ガス

の排出量に関するデータを収集し、傾向

を分析することとした。この際、会員事

業者各社が個々の顧客に対して提示して

いる価格・数量等の取引条件も併せて収

集し、会員事業者間で共有した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第３ 優越的地位の濫用行為 

（略） 

３ 取引の対価の一方的決定 

（略） 

（１）独占禁止法上問題とならない行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題とならない行為の想定

例＞ 

（略） 
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（想定例 70 貨物輸送の発注における非化

石エネルギー自動車の利用要請） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘは、貨物輸送

事業者Ｂに対して、需要者への商品Ａの

輸送に当たって排出される温室効果ガス

削減を目的として、非化石エネルギー自

動車での貨物輸送に限定した発注を行っ

た。Ｘは、前記発注を行うに当たり、前記

発注のために新たに非化石エネルギー自

動車を導入する費用を踏まえた見積書の

提出をＢに要請し、Ｂから提出された見

積書に基づいて、その合理性について双

方で協議を行った。また、Ｘは協議の中

で、Ｂに対して見積額からの減額を求め

る主張を行う際には、その合理的な理由

を説明し、Ｘが一方的に対価を決定する

こととならないよう十分な協議を行っ

た。 

 

（２）独占禁止法上問題となる行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（略） 

（想定例 72 非化石エネルギー自動車での

貨物輸送の発注における対価の一方的決

定） 

○ 商品Ａの製造販売業者Ｘは、貨物輸送

事業者Ｙに対して、需要者への商品Ａの

輸送に当たって排出される温室効果ガス

削減を目的として、非化石エネルギー自

動車での貨物輸送に限定した発注を行っ

た。Ｙは、当該発注への対応のために非

化石エネルギー自動車を導入する必要が

あり、コストが大幅に増加したため、Ｘ

に対して、当該費用を運賃に反映するよ

う交渉を求めたが、Ｘは交渉に応じるこ

となく、一方的に、従来同様の運賃に据

え置いた。 

（略） 

 

第４ 企業結合 

（略） 

２ 企業結合審査の基本的な考え方 

（略） 

（１）一定の取引分野 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）独占禁止法上問題となる行為 

（略） 

 

＜独占禁止法上問題となる行為の想定例＞ 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第４ 企業結合 

（略） 

２ 企業結合審査の基本的な考え方 

（略） 

（１）一定の取引分野 
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（略） 

一定の取引分野は、基本的には、需要者

にとっての代替性の観点から、また、必要

に応じて供給者にとっての代替性の観点か

ら画定される 112 。 

（略） 

なお、このような場合において、新規商

品の市場と既存商品の市場が隣接市場とし

て相互にある程度競争上の影響を及ぼし得

ることがある。そのため、既存商品につい

て、新規商品の市場における競争を促進す

る要素として評価できることや、新規商品

について、既存商品の市場における競争を

促進する要素として評価できることがあ

る。 

 
112 過去の企業結合審査における一定の取

引分野の画定の例については、公正取引委

員会ウェブサイト内の「一定の取引分野の

例」に関する資料を参照。 

 

（略） 

 

（２）競争の実質的制限 

（略） 

ウ セーフハーバー基準に該当しない場合 

（略） 

（ア）水平型企業結合による競争の実質的

制限 

（略） 

＜独占禁止法上問題とならない企業結合の

想定例＞ 

（略） 

 

（想定例 78 隣接市場からの競争圧力によ

り問題がないと判断される水平型企業結

合） 

○ 商品Ａの製造販売を行う会社Ｘ及びＹ

は、商品Ａと類似の効用を持ち、製造過

程において排出される温室効果ガスが大

幅に削減できる商品Ｂの製造を開始する

ことを検討していた。商品Ｂの生産を開

始するためには巨額の設備投資が必要と

なることから、Ｘ及びＹは投資能力の強

化や事業の効率化を目的として合併をす

ることとした。商品Ａの市場シェアはＸ

（略） 

一定の取引分野は、基本的には、需要者

にとっての代替性の観点から、また、必要

に応じて供給者にとっての代替性の観点か

ら画定される。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（２）競争の実質的制限 

（略） 

ウ セーフハーバー基準に該当しない場合 

（略） 

（ア）水平型企業結合による競争の実質的

制限 

（略） 

＜独占禁止法上問題とならない企業結合の

想定例＞ 

（略） 

 

（新設） 
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が 60％、Ｙが 40％であり、本件企業結合

後の当事会社の市場シェアは 100％とな

る。一方で、商品Ｂの製造販売事業者と

しては、Ｘ及びＹ以外の有力な事業者が

複数存在し、いずれも商品Ｂの製造設備

や原材料に余裕があり、十分な供給余力

を有している。また、需要者は商品Ａか

ら商品Ｂへの切替えを進めており、商品

Ａの需要は減退傾向にある。そのため、

商品Ａの市場には隣接市場である商品Ｂ

の市場からの競争圧力が強く働いている

ことが認められる。また、商品Ａの需要

者間の競争は活発であり、過去の価格交

渉の状況によれば、需要者からＸ及びＹ

に対する価格低減要請は厳しく、需要者

からの競争圧力が認められる。 

【解説】 

  本件企業結合の結果、当事会社の商品

Ａの市場シェアは 100％となるものの、隣

接市場である商品Ｂの市場には有力な事

業者が複数存在し、これらの事業者が十

分な供給余力を有していることや、需要

が商品Ａから商品Ｂに移行していること

を考えれば、隣接市場からの競争圧力が

強く働いていることが認められる。また、

需要者からの競争圧力も認められること

を踏まえれば、本件企業結合により競争

を実質的に制限することとはならないと

考えられる。 

 

＜独占禁止法上問題となる企業結合の想定

例＞ 

（想定例 79 特定の商品市場において独占

に近い状況を生じさせる水平型企業結合） 

○ 商品Ａの製造販売を行う会社Ｘ及びＹ

は、新しい環境規制に対応した新商品Ａ

の製造過程において排出される温室効果

ガスの更なる削減に向けて、それぞれ活

発に研究開発活動を行ってきた。今後、

商品Ａの需要が拡大することが予測され

るところ、Ｘ及びＹは、商品Ａの製造販

売に係る競争の激化を避け、研究開発活

動に係るコストの増大を抑えるため、合

併を行うこととした。 

  当該合併により、商品Ａの製造販売を

行う会社は当事会社のほか１社のみとな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜独占禁止法上問題となる企業結合の想定

例＞ 

（想定例 71 特定の商品市場において独占

に近い状況を生じさせる水平型企業結合） 

○ 商品Ａの製造販売を行う会社Ｘ及びＹ

は、新しい環境規制に対応した新商品Ａ

の製造過程において排出される温室効果

ガスの更なる削減に向けて、それぞれ活

発に研究開発活動を行ってきた。今後、

商品Ａの需要が拡大することが予測され

るところ、Ｘ及びＹは、商品Ａの製造販

売に係る競争の激化を避け、研究開発活

動に係るコストの増大を抑えるため、合

併を行うこととした。 

  当該合併により、商品Ａの製造販売を

行う会社は当事会社のほか１社のみとな
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り、当該会社はＸ及びＹに比べて事業規

模が極めて小さい。また、商品Ａの製造

販売を開始するためには高い技術力が必

要であり新規参入は困難な状況である。

さらに、商品Ａの代替となり得る商品は

ほかになく、海外での製造販売もないた

め、隣接市場や輸入等の競争圧力も期待

できない状況にある。 

【解説】 

  本件企業結合により、商品Ａの市場に

おけるＸ及びＹの地位は高くなり、競争

者はＸ及びＹに比べて事業規模が極めて

小さい１社のみとなるため、競争者から

の競争圧力は限定的な状況となる。隣接

市場や輸入等の競争圧力も期待できない

とすると、単独行動又は競争者と協調的

行動を採ることにより競争を実質的に制

限することとなる。 

  なお、商品Ａと類似の効用を持ち、そ

の代替となり得る商品の開発が進んでい

るなど、近い将来に確実に生じる隣接市

場からの競争圧力が認められる場合や、

規制・制度等の変更が予定されており、

中長期的にみて市場構造が変化し、需要

者の考え方や消費者の選好の変化による

事業の縮小が確実に見込まれ、隣接市場

や需要者からの競争圧力が認められる場

合など、異なる状況や追加的事情が認め

られる場合には、競争を実質的に制限す

ることとはならない可能性がある。 

 

（略） 

 

第５ 公正取引委員会への相談について 

（略） 

２ 相談を迅速・円滑に進めるために望ま

れる事業者等における準備 

（略） 

③ 実施しようとする行為に関する事項 

（略） 

・ その他参考となる事項（行為がグリー

ン社会の実現に与える影響等 126 ） 

（略） 

 
126 前記「はじめに」の４に記載のとおり、

事業者等が、公正取引委員会に対して自ら

り、当該会社はＸ及びＹに比べて事業規

模が極めて小さい。また、商品Ａの製造

販売を開始するためには高い技術力が必

要であり新規参入は困難な状況である。

さらに、商品Ａの代替となり得る商品は

ほかになく、海外での製造販売もないた

め、隣接市場や輸入等の競争圧力も期待

できない状況にある。 

【解説】 

  本件企業結合により、商品Ａの市場に

おけるＸ及びＹの地位は高くなり、競争

者はＸ及びＹに比べて事業規模が極めて

小さい１社のみとなるため、競争者から

の競争圧力は限定的な状況となる。隣接

市場や輸入等の競争圧力も期待できない

とすると、単独行動又は競争者と協調的

行動を採ることにより競争を実質的に制

限することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

第５ 公正取引委員会への相談について 

（略） 

２ 相談を迅速・円滑に進めるために望ま

れる事業者等における準備 

（略） 

③ 実施しようとする行為に関する事項 

（略） 

・ その他参考となる事項（行為がグリー

ン社会の実現に与える影響等） 

（略） 
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の取組について事前相談等を行うに際し

て、当該取組がグリーン社会の実現に向け

たものであることの根拠や当該取組の競争

促進効果としての脱炭素の効果、規制及び

制度の変化等について主張する場合や、事

業者等からの説明に加えて、関係省庁から

の情報提供がなされた場合には、公正取引

委員会は、これらを踏まえた判断を行う。

特に、脱炭素の効果については、関係省庁

からの情報提供がなされた場合、公正取引

委員会は、これに依拠して判断を行う。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 


